
弘前市事後審査型条件付き一般競争入札実施要領 

（趣旨）  

第１条  この要領は、市が発注する建設工事等（建設工事（建設業法（昭和２４年法律第

１００号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同

じ。）又は建設関連業務（測量、土木関係建設コンサルタント業務、建築関係建設コン

サルタント業務、地質調査業務又は補償関係コンサルタント業務をいう。以下同じ。）

をいう。以下同じ。）について実施する事後審査型条件付き一般競争入札について必要

な事項を定めるものとする。 

  

（定義）  

第２条  この要領において「事後審査型条件付き一般競争入札」とは、市が地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の５の２の規定に

より、契約毎に必要な入札参加資格を定めて行う一般競争入札（以下「条件付き一般競

争入札」という。）のうち、入札後に、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって

入札した者（最低制限価格を定めている場合にあっては最低制限価格未満の入札をした

者を除く。）について入札参加資格の有無を審査し、入札参加資格があると認めた場合

に落札者として決定する方式により行うものとする。 

 

（対象工事）  

第３条  事後審査型条件付き一般競争入札に付する建設工事等（以下「対象工事」とい

う。）は、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、政令第１６７条の１０

の２の規定に基づき、建設工事に関して競争入札を実施する場合に、価格及び価格以外

の要素を総合的に評価して落札者を決定する方式により実施する場合を除く。 

（１）設計金額が5,000,000円以上の土木一式工事  

（２）設計金額が5,000,000円以上の建築一式工事  

（３）設計金額が5,000,000円以上の電気工事  

（４）設計金額が5,000,000円以上の管工事  

（５）設計金額が1,000,000円を超える建設関連業務  

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める建設工事等 

２ 前項の規定に関わらず、事後審査型条件付き一般競争入札により難い場合はこの限り

でない。 

 

（入札参加資格） 

第４条 事後審査型条件付き一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入

札参加資格」という。）は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、対象工

事が建設関連業務である場合は、第６号から第９号までを除く。  



（１）政令第１６７条の４第１項に規定する者に該当しないこと。  

（２）弘前市契約規則（平成１８年弘前市規則第５２号。以下「契約規則」とい

う。）第２条の規定により一般競争入札に参加させないことができる者でない

こと。 

（３）弘前市指名競争入札参加者等選定規程（平成１８年弘前市訓令第１９号）

第５条第１項に規定する有資格者名簿において、対象工事毎に定める業種に登

録がある者であり、かつ、級別の格付けがある業種の場合にあっては、当該等

級の者であること。 

（４）弘前市建設業者等指名停止要領（平成１８年２月２７日施行。以下「指名

停止要領」という。）に基づく指名停止の措置を、公告の日から弘前市事後審

査型条件付き一般競争入札参加申請書（様式第１号）の提出期限までの間にお

いて受けていないこと。 

（５）対象工事毎に定める基準を満たす主任技術者、監理技術者、照査技術者等

を配置できること。 

（６）対象工事に対応する業種について法第３条の規定に基づく建設業の許可を

受けていること。 

（７）契約規則第３条第１項に規定する要件を満たす者であること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者にあっては、

同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされ、更生手続開始決定後の

法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

（９）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者にあっては、

同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がなされ、再生手続開始決定後の

法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。  

２ 市長は、前項に定めるもののほか、次に掲げる事項のうち必要と認めるもの

を入札参加資格として定めることができる。 

（１）事業所の所在地に関する事項 

（２）建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第２１条の４に規定す

る通知書（以下「総合評定値通知書」という。）の総合評定値に関する事項 

（３）同種又は類似の建設工事等の履行実績に関する事項 

（４）共同企業体の構成員及び結成に関する事項 

（５）その他必要があると認めた事項 

 

（公告） 

第５条 市長は、対象工事を事後審査型条件付き一般競争入札に付そうとすると

きは、建設工事については入札日から起算して少なくとも１７日前までに、建

設関連業務については入札日から起算して少なくとも１５日前までに政令第１



６７条の６第１項の規定による公告（以下「公告」という。）を行い、その周

知を図るものとする。 

 

（入札参加申請） 

第６条  事後審査型条件付き一般競争入札に参加しようとする者は、公告で指定する期日

までに、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。ただし、市が行う入札に関

する事務をインターネットを利用して処理する情報処理システム（以下「電子入札シス

テム」という。）を使用して行う場合（以下「電子入札」という。）にあってはこの限

りでない。 

（１）弘前市事後審査型条件付き一般競争入札参加申請書（様式第１号） 

（２）その他市長が必要と認める書類  

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、弘前市事後審査型条件付き一般競

争入札参加申請書受理通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

 

（事業協同組合の取扱い）  

第７条  中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づき設立された事業協

同組合が事後審査型条件付き一般競争入札に参加しようとする場合は、その組合員は、

当該同一の入札に参加することはできない。  

 

（設計図書）  

第８条  対象工事の設計図書等は、必要に応じ、閲覧、貸出、配付のいずれかの方法によ

り供覧するものとする。  

２  市長は、前項の供覧に代えて、設計図書等の販売を行うことができる。  

 

（質疑応答）  

第９条  設計図書等に関して質疑がある者は、提出期限日までに質疑応答書（様式第３

号）を市長に提出しなければならない。  

２ 市長は、前項の質疑があったときは、回答期限日までに回答するものとする。  

 

（入札の執行）  

第10条  事後審査型条件付き一般競争入札は、弘前市建設工事予定価格事前公表事務取扱

要領 （平成１８年２月２７日制定）、弘前市建設工事最低制限価格制度要領（平成１

８年２月２７日制定）及び弘前市業務委託契約最低制限価格制度要領（平成１８年２月 

２７日制定）に基づき執行するものとする。  

２  対象工事（建設関連業務を除く。）の入札に参加する者は入札書と併せて工事費内訳

書を提出しなければならない。 



 

（落札候補者の決定） 

第11条  開札を行ったときは、落札の決定を保留し、有効な入札をした者を対象として、

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者（最低制限価格を定めてい

る場合にあっては最低制限価格未満の入札をした者を除く。）を落札候補者とする。 

２ 落札候補者が２人以上あるときは、くじにより落札候補者及び次の順位以降の者を決

定する。 

 

（入札参加資格審査申請）  

第12条  落札候補者は、入札終了後、弘前市事後審査型条件付き一般競争入札参加資格審

査申請書（様式第４号）に、次の各号に掲げる書類のうち市長が指定するものを添えて

当該公告で指定する期日までに、市長に提出しなければならない。 

（１）総合評定値通知書の写し 

（２）配置予定技術者調書（様式第５号）  

（３）施工実績調書（様式第６号）  

（４）業務実績調書（様式第７号）  

（５）その他市長が必要と認める書類  

 

（入札参加資格の審査）  

第13条 市長は前条の申請書を受理したときは、入札参加資格の有無を審査するものとす

る。 

２ 前項の審査の結果、落札候補者が第４条に規定する入札参加資格を満たしていない場

合には、当該落札候補者の行った入札は無効とし、次の順位の者から順次審査を行うも

のとする。この場合において、審査の結果、落札者が決定したときは、他の入札参加者

の審査は行わないものとする。 

 

（落札者の決定） 

第14条  市長は前条に規定する審査の結果、入札参加資格を満たしていると確認できた落

札候補者を落札者と決定し、弘前市事後審査型条件付き一般競争入札参加資格審査結果

通知書（様式第８号）により通知するものとする。  

２  市長は、落札候補者の入札参加資格がないと認められた場合においては、弘前市事後

審査型条件付き一般競争入札参加資格審査結果通知書（様式第８号）により、その理由

を付して通知するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、電子入札にあっては、前２項の規定による通知に代え

て、電子入札システムを使用して送付する落札者決定通知書により通知することができ

る。 



４  前２項の規定により入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、その決定に不服があ

るときは、市長が定める期限までに書面により説明を求めることができるものとする。  

５  市長は、前項の規定による請求に対しては、書面により速やかに回答するものとす

る。 

 

（入札の無効） 

第15条  次に掲げる入札は無効とする。 

（１）虚偽の入札参加申請をした者の入札 

（２）入札参加者心得書に示した条件等に違反した者の入札 

（３）弘前市事後審査型条件付き一般競争入札参加申請書（様式第１号）の提出期限の日

から入札日までの間において指名停止期間中である者その他事後審査型条件付き一般競

争入札への参加が著しく不適当であると認められる者のした入札。 

（４）公告に示した条件に違反した入札 

 

（その他）  

第16条  事後審査型条件付き一般競争入札の実施に関し、この要領に定めのない事項につ

いては、別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成２８年８月１日から施行し、同日以後に公告する事後審査

型条件付き一般競争入札について適用する。 

附 則 

この要領は、平成３０年１０月１日から施行し、同日以後に公告する事後審

査型条件付き一般競争入札について適用する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行し、同日以後に公告する事後審査

型条件付き一般競争入札について適用する。 

附 則 

この要領は、令和元年５月１日から施行し、同日以後に公告する事後審査型

条件付き一般競争入札について適用する。 

附 則 

この要領は、令和３年１０月１日から施行し、同日以後に公告する事後審査

型条件付き一般競争入札について適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年７月１日から施行し、同日以後に公告する事後審査型

条件付き一般競争入札について適用する。 


